
などにより、市外からの寄附及び企業版ふるさと納税の寄附が増えた。

　個々に蓄積したノウハウの共有や、様々な魅力の掛け合わせなどが効果的であることから、部署間の連携体制を強化し

ていく必要がある。また、市内向け・市外向けというような、よりターゲットを絞った魅力発信をしていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 イベントでの魅力発信回数（回） 7 11 10 5 5
指標
成果 住み続けたいと思っている市民の割合（％） ― 86.9 ― 90.0 90.0
指標

【ふるさと納税返礼品の電子ポイント「ＰａｙＰａｙ商品券」導入済みの周辺自治体（愛知県内）】
他市との 岡崎市、一宮市、半田市、刈谷市、安城市、西尾市、犬山市、常滑市、江南市、小牧市、稲沢市、知立市、
比較検証 尾張旭市、日進市、清須市、北名古屋市、みよし市、東郷町、大口町、扶桑町、蟹江町、東浦町、南知多町

美浜町、武豊町、幸田町

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 27,176 35,954 48,729 67,490 合計 48,729,183

Ｄ

 円
報償費 665,7

　

34 円

財
　
源

特定財

　

源 660 11,696

　

0 0 需用費 757,1

Ｏ

82 円
役務費 235

　

,701 円

一般財源

　

26,516 24,2

∧

58 48,729 67

　

,490 委託料 40,

　

997,757 円
使

実

用料及び賃借料

職員人

　

件費　② 6,982 5

　

,575 12,445

施

6,815 5,904

　

,809 円
負担金、

　

補助及び

総事業費（①

∨

＋②） 34,158 41,529 61,174 74,305 交付金 168,000 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 マネジメント

令

方針

基本施策 戦略的な

和

情報の発信・収集
施策

７

体系
施策の内容 なし

目

年

　
　
　
的

　刈谷が持つ

度

地域資源の魅力を市内

評

外へ発信

主
た
る
内
容

〇

価

市内外イベントでの魅

）

力発信
し、住みたい、

刈

住み続けたい、訪れて

谷

みたい 〇シティセール

市

スの調査研究
まちを目

事

指し、定住人口の増加

務

へ繋げる。 〇ふるさと

事

納税の推進

位
置
づ
け

関

業

連計画

根拠法令

対象者

評

対象者を限定せず 事業

価

期間 平成２６年度 ～

実

シ

施方法 ■直営　■委託

ー

　□指定管理　□補助

ト

・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

当

年度実績 ６年度実績 ７

部

年度実績 ８年度計画

・

企

イベントでの魅力発信

画

　7回・イベントでの

財

魅力発信　 ・イベント

政

での魅力発信 ・イベン

部

トでの魅力発信　5回

一

・ふるさと納税の推進

般

　11回   10回 ・

会

ふるさと納税の推進
・

計

三世代交流冊子の刊行

刈

・ふるさと納税の推進

谷

・ふるさと納税の推進

の

・企業版ふるさと納税

魅

の推進
・市制施行75

力

周年プレイベン ・企業

発

版ふるさと納税の推進

信

・企業版ふるさと納税

事

の推進 ・ふるさと大学

業

応援補助金の
　ト刈谷

担

満喫ナゾめぐり開催 （

当

Ｒ5繰越分） ・ふるさ

課

と大学応援補助金の  

企

 交付
・市制施行75

画

周年プレイベン 　交付

政

　ト刈谷満喫ナゾめぐ

策

り開催 ・ｅスポーツ大

課

会の開催
・市制施行7

款

5周年記念パレー
　ド

項

の開催
・ＮＨＫのど自

目

慢　ほか
　ｅスポーツ

担

大会、市制施行75周

当

年記念パレード及びＮ

係

ＨＫのど自慢の開催な

経

どにより、市内外問わ

営

ず、幅広い世代に本

成

管

果
市の魅力を発信する

理

ことができた。また、

係

ふるさと納税ＥＣサイ

2

ト｢まいふる｣等の導

1

入や企業版ふるさと納

2

税支援業務委

託の実施



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　個々の事業の啓

令

発ではなく、行政サー

和

ビスの様々な分野
・法

８

的業務
高い

を横串した

年

情報を市内外へ発信で

度

き、本市の持っている

（

多
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 くの魅力を

和

トータルで啓発できる

７

事業である。また、目

年

的
・市民生活上必要で

度

ある　など が定住促進

評

であることから、選ば

価

れるまちを目指した事

）

業
として必要性は高い

刈

。
　定住促進のターゲ

谷

ットである子育て世帯

市

の参加が見込ま
・コス

事

トの節減、費用対効果

務

普通
れるものや、ふる

事

さと納税のＰＲに適し

業

たイベントに参加
効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

することで、効果的に

シ

執行している。
・手段

ー

の最適性　など

　まず

ト

は市が主体となって情

（

報発信すべきであるが

様

、様々
・市が主体とな

式

って実施する
普通

な人

２

々や企業などと推進し

）

ていくことが重要であ

会

り、愛着
妥当性 　べき

計

事業であるか が高まっ

名

てくれば、市民自らが

担

その魅力を発信するこ

当

とが
・総合計画との整

部

合性　など 期待できる

企

。

　定住人口や交流人

画

口の増加することで、

財

市民が元気で地

施策へ

政

の ・施策への貢献度
普

部

通
域がにぎわい、将来

一

にわたり持続可能で発

般

展できるまちと
・目標

会

達成度 なり、市民サー

計

ビスの質も向上する。

刈

貢献度 ・市民サービス

谷

への効果　など

今後の

の

方向性 □拡充　□現状

魅

維持　■改善・効率化

力

　□縮小　□終期設定

発

　□休止・廃止

　市制

信

施行75周年の節目を

事

祝うとともに市の魅力

業

を発信することができ

担

た。引き続き、本市の

当

持つ魅力を磨き上げ、

課

情報を広く知らしめる

企

ことに加えて、情報を

画

受けた人に魅力を感じ

政

てもらい、「住む」「

策

訪れる」「魅力を他の

課

人に
推奨する」など具

款

体的な行動に移しても

項

らえるような効果的な

目

発信・取組を検討して

担

いく必要がある。

当係 経営

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

管

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

理

評
　
価
　
∨

係

2 1 2



1

のように取り入れてい

1

るかを学ぶ機会として

0

、「ＤＸマインド醸成セミナー　

～ＡＩ時代に適応していくために～」をテーマに講演会を開催した。

また、第2次衣浦定住自立圏共生ビジョン（後期ビジョン）を策定した。

　圏域全体の安心感や魅力の向上を図るため、定住自立圏における新たな取組を検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 衣浦定住自立圏共生ビジョン懇談会開催回数（回） 1 1 2 1 1
指標
成果 第2次衣浦定住自立圏共生ビジョンに掲げる事業実 96.3 100.0 100.0 100.0 100.0
指標 施率（％）

衣浦定住自立圏共生ビジョン　　　27事業
他市との 西尾市定住自立圏共生ビジョン     5事業
比較検証 南信州定住自立圏共生ビジョン　　42事業

みのかも定住自立圏共生ビジョン　21事業

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 409 395 10 415 合計 9,600 円
使用料及び賃借料 9,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 409 395 10 415

職員人件費　② 951 987 653 330

総事業費（①＋②） 1,360 1,382 663 745

建
設

Ｄ

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ７年度特定

　

財源名称

７年度までの

　

累積事業費 0

９年度以

Ｏ

降の事業費見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 マネジ

令

メント方針

基本施策 多

和

様な主体との連携
施策

７

体系
施策の内容 なし

目

年

　
　
　
的

　知立市、高

度

浜市及び東浦町とで形

評

成する衣

主
た
る
内
容

○

価

衣浦定住自立圏共生ビ

）

ジョンの進捗管理及
浦

刈

定住自立圏の中心市と

谷

して関係市町と連携 　

市

び更新
し、圏域全体の

事

安心感や利便性の向上

務

を図る ○衣浦定住自立

事

圏講演会の開催
ととも

業

に、相互のつながりを

評

強め、郷土への 〇ホー

価

ムページによる情報発

シ

信
誇りを創出し、豊か

ー

に暮らすことができる

ト

地
域づくりを進める。

（

位
置
づ
け

関連計画 衣浦

様

定住自立圏共生ビジョ

式

ン

根拠法令 定住自立圏

１

構想推進要綱

対象者 市

）

民、圏域住民 事業期間

会

平成２４年度 ～

実施方

計

法 ■直営　■委託　□

名

指定管理　□補助・助

担

成　□その他

当部 企画財政部

一

Ｂ
　

般

事
　
業
　
実
　
績

５年度

会

実績 ６年度実績 ７年度

計

実績 ８年度計画

・衣浦

衣

定住自立圏共生ビジョ

浦

・衣浦定住自立圏共生

定

ビジョ ・衣浦定住自立

住

圏共生ビジョ ・衣浦定

自

住自立圏共生ビジョ
　

立

ン懇談会の実施 　ン懇

圏

談会の実施 　ン懇談会

連

の実施 　ン懇談会の実

携

施
・衣浦定住自立圏推

事

進講演会 ・衣浦定住自

業

立圏推進講演会 ・衣浦

担

定住自立圏推進講演会

当

・衣浦定住自立圏推進

課

講演会
　の実施 　の実

企

施 　の実施 　の実施
・

画

ホームページによる情

政

報発 ・ホームページに

策

よる情報発 ・ホームペ

課

ージによる情報発 ・ホ

款

ームページによる情報

項

発
　信 　信 　信 　信

・

目

現行事業の検証及び共

担

生ビ 
  ジョン（後

当

期）の策定

　衣浦定住

係

自立圏域の各自治体が

政

、自治体職員として知

策

っておくべき、今後の

推

ＡＩの進化、可能性を

進

俯瞰するとともに、

成

係

果
生産性向上のため、

2

先進自治体でＡＩをど



10

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　少子高齢

令

化、人口減少などの社

和

会状況下において、す

８

べ
・法的業務

高い
ての

年

市町村がフルセットの

度

生活機能を確保するこ

（

とは困難
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 であ

和

る。そうした状況の中

７

で広域連携は、本市と

年

構成市町
・市民生活上

度

必要である　など が役

評

割分担し生活に必要な

価

都市機能を確保すると

）

ともに、
生活利便性や

刈

地域の魅力の向上を図

谷

る有効な手段である。

市

　本市は、圏域の中心

事

市であることから、職

務

員の負担が構
・コスト

事

の節減、費用対効果
普

業

通
成市町と比較して大

評

きくなった。しかし、

価

圏域で事業を推
効率性

シ

・執行体制の効率性 進

ー

することで、本市のみ

ト

でなく圏域で費用を分

（

担すること
・手段の最

様

適性　など もでき、一

式

定の効果を上げること

２

ができた。

　定住自立

）

圏構想では、市のみで

会

なく民間事業者も主体

計

と
・市が主体となって

名

実施する
普通

なって事

担

業を推進することが望

当

まれる。また、総合計

部

画と
妥当性 　べき事業

企

であるか の整合性は、

画

各自治体と連携し、「

財

ヒト」「モノ」「カネ

政

｣
・総合計画との整合

部

性　など 「情報」とい

一

った経営資源の合理化

般

を図ることで、住民サ

会

ービスの維持向上をめ

計

ざすと位置付けている

衣

。
　地域の課題への対

浦

応を図り、広域で共同

定

又は連携する取

施策へ

住

の ・施策への貢献度
普

自

通
組を推進している。

立

一方で、市民サービス

圏

への効果につい
・目標

連

達成度 ては、事業を実

携

施する中で把握する必

事

要がある。
貢献度 ・市

業

民サービスへの効果　

担

など

今後の方向性 □拡

当

充　■現状維持　□改

課

善・効率化　□縮小　

企

□終期設定　□休止・

画

廃止

　衣浦定住自立圏

政

共生ビジョンに掲げる

策

取組を着実に推進する

課

とともに、衣浦定住自

款

立圏の魅力や取組を広

項

く発信す
ることで、圏

目

域内の定住促進を図る

担

。

当係 政

Ｃ
 
　
Ｈ

策

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

推

　
∧
　
評
　
価
　
∨

進係

2 1



2

会員交流会、見学会を

1

開催し、会員間の連携

1

強化を図っ

た。

　会員

0

交流会や見学会の開催による会員間の接触機会の増加に努めたものの、これらの機会を通じての活発な意見交換や

具体的な取組につながる動きは、現状では十分とは言えない。そのため、会員企業が主体的に関わることで、スマートシ
課題

ティの推進に関する課題設定やプロジェクト化を進めていくなどの連携を創出するため、更なる工夫と仕掛け作りが必要

である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

成果 実証実験の実施累計件数（件） 12 23 32 35 41
指標
成果 社会実装累計件数（件） 2 2 4 5 6
指標

スマートシティに関する協議会の事例　岡崎市、一宮市、豊田市
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 18,619 30,649 15,861 12,393 合計 15,860,880 円
委託料 15,860,880 円

財
　
源

特定財源 0 1,859 4,364 0

一般財源 18,619 28,790 11,497 12,393

職員人件費　② 6,215 6,450 6,284 7,196

総事業費（①＋②） 24,834 37,099 22,145 19,589

建
設

Ｄ

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ７年度特定

　

財源名称

７年度までの

　

累積事業費 0 地域イノ

Ｏ

ベーション連携モデ
ル

　

事業補助金

９年度以降

　

の事業費見込 0

∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 マネ

令

ジメント方針

基本施策

和

時代の変化に対応した

７

行政運営
施策体系

施策

年

の内容 なし

目
　
　
　
的

度

　地域課題の解決を図

評

り、持続可能なまちづ

価

主
た
る
内
容

○スマート

）

シティ推進協議会の運

刈

営
くりを目指すため、

谷

民間企業等との協働の

市

も ○実証実験の実施
と

事

、ＩＣＴ等の新技術や

務

各種データを活用し
た

事

スマートシティの取組

業

を推進する。

位
置
づ
け

評

関連計画 刈谷市スマー

価

トシティ構想

根拠法令

シ

対象者 市民、事業者 事

ー

業期間 令和４年度 ～

実

ト

施方法 □直営　■委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

企

年度実績 ６年度実績 ７

画

年度実績 ８年度計画

・

財

スマートシティ推進協

政

議会 ・スマートシティ

部

推進協議会 ・スマート

一

シティ推進協議会 ・ス

般

マートシティ推進協議

会

会
　の開催　　　　　

計

　　 3回 　の開催　

ス

　　　　　　 4回 　

マ

の開催　　　　　　　

ー

 2回 　の開催　　　

ト

　　　　 2回
・実証

シ

実験の実施　　　 7

テ

件 ・実証実験の実施　

ィ

　　11件 ・実証実験

推

の実施　　　 9件 ・

進

実証実験の実施　　　

事

 3件
・会員交流会、

業

見学会の開催 ・会員交

担

流会、見学会   3

当

回
　　　　　　　　　

課

 　　3回 ・社会実装

企

に向けたフォロー
・社

画

会実装に向けたフォロ

政

ー 　アップ
　アップ

 

策

課題解決型実証プロジ

課

ェクトの実証3件、フ

款

ィールド提供型の実証

項

4件、愛知県スタート

目

アップ活用まちづくり

担

支援事業

成果
採択の実

当

証1件、あいちデジタ

係

ルヘルスプロジェクト

み

採択の実証1件の合計

ら

9件の実証実験を行う

い

ことができた。社会実

共

装

を見据え、過去3年

創

間のプロジェクトのフ

係

ォローアップに加え、



1 10

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　複雑化

令

・多様化する課題や産

和

業構造転換に対応し、

８

人口
・法的業務

高い
減

年

少等の変化に備え、未

度

来へ持続可能なまちと

（

するために
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 ス

和

マートシティの取組の

７

必要性は高い。
・市民

年

生活上必要である　な

度

ど

　企業等と担当課と

評

の調整役として企画政

価

策課が機能し、
・コス

）

トの節減、費用対効果

刈

普通
実証実施の効率化

谷

、最適化を図っている

市

。
効率性 ・執行体制の

事

効率性
・手段の最適性

務

　など

　第8次総合計

事

画における重点戦略の

業

推進にあたっての視点

評

・市が主体となって実

価

施する
普通

として「未

シ

来技術の活用」が位置

ー

付けられ、スマートシ

ト

テ
妥当性 　べき事業で

（

あるか ィに関する取組

様

を推進することで新た

式

な価値の創出を図る
・

２

総合計画との整合性　

）

など とされている。

　

会

複合的な課題に対する

計

解決を図るため、分野

名

横断的に取

施策への ・

担

施策への貢献度
高い

組

当

を推進することにより

部

、安心・快適が実感で

企

きる市民サ
・目標達成

画

度 ービスへとつながる

財

。
貢献度 ・市民サービ

政

スへの効果　など

今後

部

の方向性 □拡充　□現

一

状維持　■改善・効率

般

化　□縮小　□終期設

会

定　□休止・廃止

　社

計

会実装につながるプロ

ス

ジェクトを増やすこと

マ

ができた。令和8年度

ー

からは段階的な実装を

ト

目指すフェーズに移行

シ

し
ていくため、引き続

テ

き実証を積み重ね、有

ィ

効性を検証するととも

推

に、実装に向けた成功

進

事例を増やすことで、

事

スマー
トシティの取組

業

を推進していく。

担当課 企

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

画

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

政

評
　
価
　
∨

策課

款 項 目 担当係 みらい共創係

2



係

の創出に寄与する団体

2

と連携したイベントを

1

実施することで、協働

1

の枠組みの構築を図った。

　引き続き、にぎわいの創出に寄与する団体間における協働の枠組みを構築するための調査研究をする必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 関係団体と連携したイベント開催（回） － 6 9 9 10
指標
活動 高齢者雇用（人） 72 84 85 85 85
指標

岡崎市：一般財団法人岡崎パブリックサービス
他市との 豊田市：公益財団法人豊田市文化振興財団
比較検証 西尾市：西尾市都市施設管理協会

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 29,385 39,638 28,941 43,188 合計 28,940,753 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 28,940,753 円

一般財源 29,385 39,638 28,941 43,188

職員人件費　② 16,957 239 165 212

総事業費（①＋②） 46,342 39,877 29,106 43,400

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 マネ

令

ジメント方針

基本施策

和

時代の変化に対応した

７

行政運営
施策体系

施策

年

の内容 なし

目
　
　
　
的

度

　刈谷にぎわいオフィ

評

スの運営を支援するこ

価

主
た
る
内
容

○一般社団

）

法人刈谷にぎわいオフ

刈

ィスが行う
とで、市が

谷

設置し、又は運営する

市

施設の目的 　にぎわい

事

創出事業及び施設運営

務

に係る経費
を効果的に

事

達成するとともに、に

業

ぎわいの創 　の補助
出

評

に寄与する団体の活動

価

の促進及び関係団体
間

シ

における協働の促進を

ー

図る。

位
置
づ
け

関連計

ト

画  

根拠法令 刈谷にぎ

（

わいオフィス活動費補

様

助金交付要領

対象者 一

式

般社団法人刈谷にぎわ

１

いオフィス 事業期間 令

）

和６年度 ～

実施方法 □

会

直営　□委託　□指定

計

管理　■補助・助成　

名

□その他

担当部 企画財政部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

５年度実績

般

６年度実績 ７年度実績

会

８年度計画

・都市施設

計

管理協会運営等委 ・補

に

助金額　39,637

ぎ

,721円 ・補助金額

わ

　28,940,75

い

3円 ・補助金額　43

オ

,188,000円
　

フ

託内訳 ・事務局の運営

ィ

管理 ・事務局の運営管

ス

理 ・事務局の運営管理

補

　　事務局の運営管理

助

・にぎわいの創出に寄

事

与する ・にぎわいの創

業

出に寄与する
　　役員

担

・監査員の報酬 　団体

当

が実施する事業・事務

課

 　団体が実施する事

企

業・事務 
　　臨時職

画

員の雇用5人 　の企画

政

、調整、調査及び研 　

策

の企画、調整、調査及

課

び研
　究 　究

　一般社

款

団法人刈谷にぎわいオ

項

フィスの運営管理に対

目

し補助を行うことで、

担

公共施設に関する知識

当

、経験を有する人材の

係

成果
活用による安定し

み

た施設管理並びに高齢

ら

者雇用の創出及び経費

い

節減に寄与することが

共

できた。また、にぎわ

創

いオフィスが

にぎわい



可能性が高いと考えられる近隣市向けの広報活動が少なく、来場者数を

さらに拡大できる余地があった。また、本イベントにおける出演アーティストのような、イベントの魅力と相関が高いコ
課題

ンテンツについては、メインターゲットとなる層のニーズを深堀りすることで、イベントの訴求力を高める必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

成果 マルシェ出店数（店） ― ― 112 ― ―
指標
成果 協賛・協力事業者数（者） ― ― 74 ― ―
指標

　他市の事例はなく、市独自の事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 1,603 35,248 0 合計 35,247,532 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 35,248 0 交付金 35,247,532 円

一般財源 0 1,603 0 0

職員人件費　② 0 2,389 7,442 0

総事業費（①＋②） 0 3,992 42,690 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 マネジメント

令

方針

基本施策 戦略的な

和

情報の発信・収集
施策

７

体系
施策の内容 なし

目

年

　
　
　
的

　市制施行7

度

5周年の一大イベント

評

として大型

主
た
る
内
容

価

　刈谷市市制施行75

）

周年音楽フェス実行委

刈

員
の屋外音楽フェスを

谷

開催することで、にぎ

市

わ 会に補助金を交付す

事

る。
いの創出、郷土愛

務

の醸成、シティプロモ

事

ーシ
ョンの推進による

業

本市の知名度向上を図

評

る。

位
置
づ
け

関連計画

価

根拠法令

対象者 市制施

シ

行75周年音楽フェス

ー

実行委員会 事業期間 令

ト

和６年度 ～ 令和７年度

（

実施方法 □直営　□委

様

託　□指定管理　■補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

画

５年度実績 ６年度実績

財

７年度実績 ８年度計画

政

　 ・補助金の交付 （Ｒ

部

6繰越分） 　
　 　1,

一

603,000円 ・補

般

助金の交付 　
　 　35

会

,247,532円 　

計

　 ・開催日　11月1

音

日 　
　　　―――――

楽

―― ・会場　  亀城

フ

グラウンド、 　　　―

ェ

――――――
　　　　

ス

  亀城公園
・内容　

開

  音楽ライブ、飲食

催

　　　　　販売、マル

事

シェ等

　県外含め市外

業

からの来場者が4割超

担

に及びイベント全体と

当

して約5,500人が

課

来場したほか、ＳＮＳ

企

による広報活動におい

画

成果
て約250万回の

政

閲覧を記録した媒体が

策

あったなど、にぎわい

課

の創出及びシティプロ

款

モーションの推進に寄

項

与することがで

きた。

目

また、ステージ名称の

担

公募、啓発被服の作成

当

による機運醸成及び企

係

業・団体との協力・連

経

携など、まち全体で市

営

制

施行75周年の一大

管

イベントを盛り上げる

理

とともに、亀城公園一

係

帯の高度活用の先進的

2

な取組となった。

　市

1

内及びＳＮＳでの広報

2

活動と比較して、来場



りに貢献した。

　市民のコミュニティＦＭに対する認知度を向上させる方法を検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 衣浦東部地区を中心に広域で共同又は連携している 10 10 10 10 10
指標 事業数（事業）
成果 効率的な行政運営が行われていると思う市民の割合 ー 55.4 ー 60 60
指標 （％）

コミュニティＦＭ番組制作負担金（令和8年度予算）
他市との 碧南市 5,505,422円、安城市　9,849,621円、知立市　4,552,093円
比較検証 （衣浦東部広域行政圏協議会処務規定に基づき、均等割、人口割、面積割で算出）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,641 7,644 7,644 7,653 合計 7,643,687 円
旅費 990 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 7,642,697 円

一般財源 7,641 7,644 7,644 7,653

職員人件費　② 575 597 579 593

総事業費（①＋②） 8,216 8,241 8,2

Ｄ

23 8,246

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ７年度特定財

　

源名称

７年度までの累

Ｏ

積事業費 0

９年度以降

　

の事業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 マネジメント方針

令

基本施策 多様な主体と

和

の連携
施策体系

施策の

７

内容 なし

目
　
　
　
的

　

年

碧南市、安城市、知立

度

市及び高浜市と連携

主

評

た
る
内
容

○衣浦東部広

価

域行政圏協議会におけ

）

る広域　
を図りながら

刈

、高度化・多様化する

谷

市民ニー 　
ズへの対応

市

や行財政の効率化を目

事

指す。 　課題の検討、

務

行政圏計画の推進
○コ

事

ミュニティＦＭ番組の

業

制作

位
置
づ
け

関連計画

評

衣浦東部広域連携推進

価

ビジョン（第4次広域

シ

行政圏計画）

根拠法令

ー

衣浦東部広域行政圏協

ト

議会規約

対象者 対象者

（

を限定せず 事業期間 ～

様

実施方法 ■直営　□委

式

託　□指定管理　□補

１

助・助成　■その他

）

会計名 担当部 企画

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

財

５年度実績 ６年度実績

政

７年度実績 ８年度計画

部

・衣浦東部広域行政圏

一

協議会 ・衣浦東部広域

般

行政圏協議会 ・衣浦東

会

部広域行政圏協議会 ・

計

衣浦東部広域行政圏協

広

議会
　負担金　57,

域

400円 　負担金　5

行

9,900円 　負担金

政

　59,000円 　負

事

担金　65,700円

業

・コミュニティＦＭ番

担

組制作 ・コミュニティ

当

ＦＭ番組制作 ・コミュ

課

ニティＦＭ番組制作 ・

企

コミュニティＦＭ番組

画

制作
　負担金　7,5

政

83,651円 　負担

策

金　7,583,70

課

2円 　負担金　7,5

款

83,697円 　負担

項

金　7,583,69

目

7円
・検討課題協議（

担

協議会・幹 ・検討課題

当

協議（協議会・幹 ・検

係

討課題協議（協議会・

政

幹 ・検討課題協議（協

策

議会・幹
　事会・担当

推

者会） 　事会・担当者

進

会） 　事会・担当者会

係

） 　事会・担当者会）
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　コミュニティＦＭ番

1

組制作を通じ、市政情

1

報の発信や地域のニュ

0

ース・トピックスを届けることによる地域の活性化、

成果
まちづく




